
はじめに
　地方自治体においては、非常に厳しい財政
のもと、行財政改革が進められ、その一手
法として管理会計の手法である、ABC１（Ac-
tivity-Based	Costing:	活動基準原価計算）の
活用が注目を浴びてきた。国においても、平
成14年6月に経済財政諮問会議より提出され

た「経済財政運営と構造改革に関する基本方
針2002」においても、活動基準原価計算の導
入についての研究を開始することが明記され
た。また平成23年7月に閣議決定された「公
共サービス改革基本方針」を踏まえ、内閣府
公共サービス改革推進室が事務局をしてい
る、官民競争入札等管理委員会では、ABC
の考え方を基本とした業務フロー・コスト分
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（要旨）
　地方自治体においては、非常に厳しい財政のもと、行財政改革が進められ、その一手法として管理
会計の手法である、ABC（Activity-Based	Costing: 活動基準原価計算）の活用が注目を浴びてきた。
しかし、さまざまな理由からその導入は進んでいない。
　また ABC の提唱者である Kaplan からも、従来の ABC については複雑で高コストなことから、そ
の導入の難しさについての認識が示され、新たな手法として TDABC（Time-Driven		Activity-Based	
Costing: 時間主導型活動基準原価計算）の提唱が行われたところである。
　しかし、この TDABC の有用性については、国内の学者からは賛否があり、また国内の地方自治
体への実証研究は見当たらない。
	そこで本研究では、論題にあるとおり、地方自治体における TDABC の実証研究を行い、その有用
性についての検証を行うことを目的とする。そして副題にもあるとおり、ABC における理論・実践
の流れの中で、ABC にどのような問題点があり、なぜ TDABC が提起されるにいたったのか、ま
た TDABC そのものの有用性についてどのような先行研究がなされているのかをまず明らかにする。
さらに、その先行研究においてなぜ実証研究が求められているかを明らかにし、適用対象である地
方自治体に対して、ABC と TDABC ではどのような違いが生じるのかについて比較検討する中で、
TDABC の有用性を検証することを目的とした。
　その結果、労働集約産業である地方自治体の中でも、単位時間の計測できる業務については、
TDABC の適用により、簡便に、かつ安価に未利用キャパシティの算出、業務改善への取組、お
よび ABB へ活用、行政コストの算出を行うことが出来、その有用性が確認できた。その一方で、
TDABC を適用する際の注意点も明らかになった。

地方自治体におけるTDABCの活用
─ ABCにおける理論・実践の流れの中で ─
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析の実施内容や実施手順を示した「業務フ
ロー・コスト分析にかかる手引き（平成24年
4月3日）」を策定するなど、その導入が推奨
されてきたが、さまざまな理由からその導入
は進んでいない。
	 ま た ABC の 提 唱 者 で あ る Kaplan か ら
も、従来の ABC については複雑で高コスト
なことから、その導入の難しさについての
認識が示され、新たな手法として TDABC２

（Time-Driven		Activity-Based	Costing:	時間
主導型活動基準原価計算）の提唱が行われた
ところである。
	 しかし、この TDABC の有用性について
は、国内の学者からは賛否があり、また国内
の地方自治体への実証研究は見当たらない。
	 そこで本研究では、論題にあるとおり、地
方自治体における TDABC の実証研究を行
い、その有用性についての検証を行うことを
目的としている。しかし、それだけが目的
ではなく、副題にもあるとおり、ABC にお
ける理論・実践の流れの中で、ABC にどの
ような問題点があり、なぜ TDABC が提起
されるにいたったのか、また TDABC その
ものの有用性についてどのような先行研究が
なされているのかをまず明らかにする。さら
に、その先行研究においてなぜ実証研究が求
められているかを明らかにし、適用対象であ
る地方自治体に対して、ABC と TDABC で
はどのような違いが生じるのかについて比較
検討する中で、あらためて地方自治体におけ
る TDABC の有用性を検証することを目的
とするものである。

1　ABCの意義と問題点
1－1 ABC の意義
	 ABC とは、1980年代後半に Kaplan	And	
Cooper（Robert	S.Kaplan	and	Robin	Coo-

per）によって体系化された原価計算手法で
ある。ABC を日本に紹介した櫻井通晴によ
れば、「ABC は資源、活動および原価計算対
象の原価と業績を測定するための経営ツー
ル３」であり、これまでの伝統的な原価計算
では、間接費の配賦は、直接作業時間などの
操業度関連の基準のみで製品に配賦される
が、ABC では活動を基準にした原価割り当
ての基準である原価作用因を使って製品に適
切に負担させられる。ABC の結果、間接費
の合理的な算定を通じて製品戦略、原価低減
および予算管理が可能になる４。

1－2 ABC の問題点
	 Kaplan	and	Anderson は、「ABC は経営資
源を効果的に管理できると考えられている。
しかし、大々的に ABC 分析を試みたもの
の、コスト増と従業員のストレスの前にあえ
なく頓挫している例がまことに多い５」と指
摘している。
	 具体的には、大規模かつ継続的に ABC を
導入しようとする際、従業員のヒアリングに
基づいて各アクティビティの時間配分を決定
し、その平均値を基準にそれぞれのコストを
配賦する。この作業に多大な時間と労力がか
かっている。このことが ABC の導入を阻む
障害に他ならない６、と指摘している。
	 わが国の企業への ABC の導入といった点
について伊藤嘉博は、ABC/ABM７に関連す
る論文・書籍が非常に多く、ABC/ABM 革
命を予感させるものであった。しかし実際に
は ABC/ABM が既往の原価計算システムや
原価管理プロセスに大きな変革をもたらした
とはいいがたく、特に、わが国の場合は現実
企業への導入は遅々として進んでいない８、
と指摘している。
	 システムの設計と運用といった点について
前田貞芳等は、正確性を追求するとアクティ
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ビティの数が多くなり、システムの設計と運
用にあたって時間と費用の面から大きな問題
が生じる９、と指摘した。
	 また公的機関における特有の問題としては
櫻井通晴は、管理会計を理解できるトップや
中堅職員がおらず、改革や変革には手強い抵
抗勢力が存在するため、効率性、有効性を高
めようとする努力が報われないケースが多
い10、と指摘した。
	 これらの指摘を集約すると、従来の ABC
の実行についての問題点は Kaplan	and	An-
derson（2007）11/ 前田貞芳他監訳（2008）の
以下の6点の問題点12に集約されると考える。
問題点①	 	ABC に関するインタビューと調

査には多くの時間と費用がかか
る。

問題点②	 	ABC モデルのためのデータは主
観的で有効性に疑問がある。

問題点③	 	ABC モデルのためのデータを保
存し、処理し、そして報告するこ
とには多額の経費がかかる。

問題点④	 	ほとんどの ABC モデルは独立的
であり全社的な収益性状況を統合
的情報として提供し得ない。

問題点⑤	 	ABC モデルは、変化する状況に
適応する形で対応できない。

問題点⑥	 	ABC モデルは、未利用キャパシ
ティが存在する可能性を無視する
とき、理論的正確性を欠くことに
なる。

	 以下、指摘された問題点について具体的に
検討してみたい。
	 問題点①	 ABC では経営資源消費を資源
ドライバーにまず割り当てるが、人的資源に
ともなう費用については従業員へのインタ
ビューによることが一般的である。このイン
タビューを行うのに多額の時間と費用がかか

ることになる。
	 問題点②	 この従業員へのインタビュー
について、主観的要素が介在する可能性が
ある。つまり従業員はこのインタビューに
よるデータがどのように活用されるかを予測
して作業時間割合を見積もる場合には、その
結果を歪ませてしまうという問題がある。こ
のことについては労力を大量に投入しインタ
ビューにおけるデータをもとにして、一人ひ
とりの各種業務にかかる時間を長期にわたり
計測することにより主観的要素の排除をする
ことも考えられるが、問題①で指摘したよう
に費用対効果の面で現実的ではなく、まして
1年間における業務割合を見積もるというの
は困難であると考える。
	 問題点③	 ABC システムの設計者に要求
される、活動の細分化にともなう活動明細表
の充実、データの蓄積・処理などの作業は非
線形的に増加する。そのためにデータの保
存、処理、そして報告に多額の経費がかかる
ことになる13。
	 問題点④	 従来の ABC ソフトウェアを全
社的に拡大することは困難であったため、企
業は相互に関連していない施設ごとや製品
別・顧客別分析のために独立した ABC シス
テムを構築した。そのため全社的な視点か
ら、費用と収益についての考察をすることが
出来ず、結局そのシステムを維持し、運営す
るために必要となる高額な費用を正当化でき
なくなってきた14。
	 問題点⑤	 新しいアクティビティを従来の
ABC モデルに追加するとなると、ABC モデ
ルはさらに複雑になる。従業員はこのように
以前より増加し、かつ複雑化した一連のアク
ティビティの遂行に必要とされる時間を見積
もるため、あらためて面接を受けたり質問さ
れたりすることになる。その結果、費用の配
賦は以前にも増して一層主観的になり、かつ
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正確性が損なわれてしまうことになり、変化
する状況に適応する形で簡単に対応できな
い。
	 問題点⑥	 従業員へのインタビュー・調査
プロセスにおいて、より深刻な問題が発生す
る、とした。アクティビティにどれだけの時
間を要するかを推定しようとする場合、一般
的には、合計時間が100％になるように報告
される。しかし、自分の勤務時間に無駄な時
間や未利用な時間があるにもかかわらず、そ
れを無駄な時間として記録する従業員はほと
んどいない。それゆえ、ほとんどの ABC シ
ステムは資源がフル・キャパシティで稼動し
ているという仮定の下でコスト・ドライバー
率が計算されている。このようにキャパシ
ティを最大限に活用した状況は一般的ではな
く、むしろ例外的であるといえる15。ABC の
コスト・ドライバー率は、実際的キャパシ
ティで計算し、未利用キャパシティの明確化
と削減、あるいは配置転換の検討を行うため
の基礎データを提供しなければならないが、
多くの場合はそれが不可能である。

2　 TDABCの意義と課題
2－1 TDABC の意義
	 Kaplan	and	Anderson は、手続きの煩雑
さやコストがかかるといった ABC の問題点
を解決する手段として、従来型の ABC の計
算手続きを修正し、TDABC（Time-Driven	
Activity-Based	Costing:	 時間主導型活動基
準原価計算）という改良型の ABC を提唱し
た16。
	 Kaplan	 and	Anderson は、TDABC は、

「その名前が意味するように取引、注文、製
品、サービス、顧客などのコスト・オブジェ
クトに対して資源費用を直接的に割り当てる
ために「時間」を用いる。従来の ABC では

資源コストをコスト・オブジェクトに配賦す
る前に、アクティビティに割り当てなければ
ならなかった。一方、TDABC では資源キャ
パシティや時間を主要なコスト・ドライバー
として用いることで、従来の ABC が持つ複
雑な過程を省略することができる17」とした。
	 TDABC の計算を行うときは何を用いれば
いいのかという点について、TDABC では、
インタビューや調査の過程を省略し資源費用
を直接コスト・オブジェクトに配賦する。
	 第１に、部門の実際的キャパシティと部門
のキャパシティ費用の推定する。
	 第２に、これら二つの推定値により部門
キャパシティ費用率を計算する。
	 ここでキャパシティ費用率は次のように定
義される。

部門キャパシティ費用率＝ 供給されたキャパシティ費用
供給資源の実際的キャパシティ

	 第３に、時間方程式18を活用して、部門
キャパシティ費用率と各コスト・オブジェク
トへの資源必要量の予測値により資源配賦を
おこなうことになる。

	 Kaplan	and	Anderson によれば時間方程式
は以下のように表すことができる19。
業務プロセス時間＝個々のアクティビティ時
間の合計
	 	 ＝β0＋β1X1＋β2X2＋…＋βNXN

	 β0：	 	基本的アクティビティを遂行するため
の標準時間

	 βi：	 	基本的アクティビティに要する時間の
推定値（例：2分）

	 Xi：	追加的アクティビティの量（例：品目
数）

　この時間方程式により「アクティビティの
多様性を容易に反映できる。つまり、基本的
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アクティビティを遂行するための標準時間に
追加的アクティビティに要する時間の推定値
と追加的アクティビティに要する時間の推定
値と追加的アクティビティの量を単純に付け
加えていけばよいことになる。そこで計算プ
ロセスは大幅に簡略化され、かつ、従来以上
に正確で信頼できるコスト・モデルが構築で
きる20」とした。

2－2 TDABC の先行研究のまとめと課題
	 TDABC は ABC の特性を維持しつつ、費
用と時間の観点から ABC の欠点を克服し、
時間方程式の活用により計算の簡便性と迅速
性を高め、実践可能性を高めているといえ
る。
	 しかし、現実的には、TDABC の意義を前
向きに評価する論者と、やや批判的に評価す
る論者に分かれており、TDABC の評価は分
かれているといえる。
	 TDABC の意義を前向きに評価するものと
しては、小菅正伸（2008A,	2008B）、前田貞
則等（2009）、福田哲也（2009）、三木僚祐

（2009）、高橋賢（2010）、大下丈平（2011A,	
2011B,	2014）、志村正（2012,	2013）がある。
	 一方、やや批判的に評価するものとして
は、伊藤嘉博（2007）、松本有二（2011）、櫻
井通晴（2012）がある。それぞれの評価につ
いてまとめてみたい。

	 TDABC の意義を前向きに評価するものと
して、前田貞則等は、TDABC は ABC のも
つ革新性を継承しており、理論的改善点とし
て、ABC の持つ煩雑性の解消を図っている
点を評価した。また実践的意義として迅速な
計算により未利用キャパシティの把握により
キャパシティの多角的管理ができ、収益性の
改善が見込めるとした21。
	 小菅正伸は、2005年から2007年の海外で

の実務界の活発な動向を指摘し、TDABC
が管理会計の実務家に大きな影響を及ぼ
し始めていることを指摘した22。そのうえ
で、TDABC に は BPM（Business	Process	
Managment: ビジネス・プロセス・マネジメ
ント）23を支援する潜在的な可能性があり、そ
の点で TDABC に注目している24、とした。
	 さらに小菅正伸は、TDABC を利用した
ABB25（Actvitity-Based	Budgeting: 活動基準
予算管理）の重要性を指摘した26。

	 一方、やや批判的に評価するものとして
は、伊藤嘉博（2007）、松本有二（2011）、櫻
井通晴（2012）がある。主な批判は、その多
くが「時間」をコスト・ドライバーとして利
用する点に当てられている。この点について
伊藤嘉博は、TDABC は、ABC に現実的な
修正を加えることによって、より使いやすい
ツールへと変貌させたことは否定できない27、
と指摘する一方で、活動量を全て「時間」と
いう単一のコスト・ドライバーで把握すると
いう TDABC のアイデアについても、やは
り斬新さは感じられない、というよりも、む
しろ ABC そのものの存在理由28を放棄して
しまったかのような印象を受ける、29と指摘
し、TDABC のメッセージは伝統的な原価計
算への回帰と受け止める人も少なからずでて
くるに違いない30、と指摘した。
	 次に、未利用キャパシティの把握につい
て、松本有二は、未利用キャパシティの把握
についてはアクティビティの単位時間を用い
るが、この単位時間を推計するにあたって推
定誤差が生じる可能性は否定できない、とし
た31。
	 また、管理会計情報の信頼性の観点から、
櫻井通晴は、日本企業では、時間で管理され
ることを拒否する傾向があり、アメリカのよ
うに投下時間で報酬が決定されないことや、
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TDABC にも主観的な見積もりがある点をあ
げ、管理会計情報の信頼性を低下させる危険
性32を指摘した。

	 TDABC の評価をめぐる議論において、前
向きに現実的な適用を考える立場で大下丈平
は、フランスでの管理会計の歴史的展開を
踏まえ、ABC と TDABC の関連において、

「前者がいくら理想的な提案でも、その実行
可能性が低い場合、それを補完する、より現
実的なモデル、例えば時間をベースにした簡
便な方法が提案されることが予想される33」
とし、「具体的な企業の場では、会計・計算
の対象やそれを取扱う方法は所与の条件（業
種の違いなど）や計算の目的、（原価計算か
収益性計算か）によって多様であることが理
解され、それを発展というならそれも一つの
考え方であろう34」と指摘した。
	 また三木僚祐も、ABC の計算手続きは現
実の実務に適合することは難しかったため、
TDABC においては、伝統的な原価計算の計
算手続きを根底から変えるのではなく、従来
の方法を踏襲しつつ、原価計算の精度を向上
させるように手続きを改善していくというア
プローチを取った35、と指摘した。

	 適用できる業界としては、櫻井通晴は、
TDABC が特定の組織体―銀行、保険会社、
官僚機構、など―によって有効であるが、全
ての組織体にとって伝統的 ABC の問題点を
解決して実務に効果的に適用できるか否かに
ついては、さらに検討が必要なこと36、を指
摘した。
	 志村正は、自動車業界のように製造原価
に占める材料の割合が高い企業では TDABC
を採用してもメリットはなく、間接費の割合
が多く作業が反復的であるサービス業での活
用の可能性37を指摘した。

	 次に、実証研究に TDABC を適用した際
の有用性を高めるための技術的な課題をまと
めてみたい。鳥居美希・志村正は、大学食堂
における TDABC の適用についてまとめた
研究において、これを ABC でおこなったら
多大な時間と労力を要したとし、TDABC で
こそできた実証研究としたが、それと同時
に、時間方程式を導き出すことの困難さ及
び38、キャパシティ管理におけるアイドル・
キャパシティの把握の困難性39を指摘した。
　その上で、志村正は、システムを維持する
手数とコストを度外視しても、TDABC のほ
うが ABC よりも優れていると思われる40、と
する一方で、未利用のキャパシティの算出は
単位時間の見積もりの精度に左右され、かな
り精度の高い見積もりが必要であり、標準時
間の計測のような精度がもとめられることに
なる41、と指摘した。その他にも、TDABC
モデルに対しての技術的な疑問点42を指摘し
た。

　このように先行研究の中においては、
ABC と TDABC の 是 非 を め ぐ る 議 論 は、
TDABC が ABC の発展と捉えることがで
きるかどうか、という理論的な問題及び
TDABC を適用した際の有用性を高めるため
の技術的な問題の二つに分けることができる
のではないかと考えられる。また、その理
論的な問題の中には TDABC がどの業種で
あれば適応できるのか、といった問題も含
まれているように思われる。さらに、まだ
TDABC 自体が発表されて日が浅いため、今
後の研究の必要性、また実証研究の必要性が
多くの研究者から指摘されているのも大きな
特徴といえる。
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3　�地方自治体におけるTDABCの
実証研究

3－1  地方自治体における TDABC の実証
研究の必要性

	 これまで指摘してきたように従来型の
ABC は、導入する際の負担が非常に大きい
ことが指摘されている。
	 しかし、地方自治体において管理会計の考
え方を浸透させ、効率的な行政運営を行って
いく必要があると考えている。地方自治体な
どの公的組織は、基本的には労働集約的産業
であり、活動が時間を基準に行われているこ
とを考えれば、従来型の ABC を、時間を基
準にして手続きを簡便にした TDABC を公
的組織に適用する意義はあるものと考えられ
る。また大西淳也は、地方自治体での労働集
約的な業務に対する管理会計的な手法の活用
についての議論が遅れている43、と指摘して
おり、この点については筆者も同感である。
	 今、現在、CiNii による検索によれば、日
本の論文において TDABC の地方自治体な
どの公的組織への適用についての論文は見当
たらない。しかし、今後、地方自治体などの
公的組織に対して、計算の簡便性と迅速性を
高めた TDABC の具体的な適用可能性を検
討してみる必要があると考え、実証研究に取
り組むこととした。
	 この度の実証研究を含む本研究の課題や意
義・特徴といった点をあらためて明確にして
おきたい。地方自治体においても行政評価が
求められており、最小の費用で最大の効果を
挙げることが求められている。その実現のた
め管理会計手法の導入によりコストの削減や
業務改善が必要である。その状況で ABC の
活用が主張されてきたが、手続きの煩雑さや
コストがかかるため地方自治体で普及するに
はいたっていない。その中でそのような弊害

をなくした TDABC が提唱されるにいたっ
た。しかしこの TDABC は簡便・安価・迅
速であることについての評価はあるものの、
ABC の緻密さを捨てたとの批判や、具体的
な手続きの問題について誤差が大きくなり活
用が難しいのではないか、との意見が先行研
究から出されているところである。おおむね
の論者は今後の研究や実証研究に期待をする
といった論調である。筆者としては、この
TDABC は労働集約的産業である地方自治体
には有効なのではないかとの考え方を持って
いるが、地方自治体での実証研究を行った
ケースはなく、本研究を行うことで地方自治
体への適用の可能性について検討することが
大きな課題である。実証研究を行うにあたっ
ては、これまでの先行研究でのさまざまな検
討事項を勘案して行っている点や、具体的に
ABB の適用可能性や従来型の ABC との比
較により行っていることにその特徴があると
考える。

3－2 実証研究の目的と研究方法
	 実証研究については、各市での先行事例や
TDABC の先行研究を参考にし、時間で管理
しやすい部門であり、労働集約的な業務であ
る窓口業務（住民票等の発行および戸籍関
係）について行うこととした。実証研究の対
象としてはＡ市44にご協力をいただいた。窓
口業務は、本庁、総合支所、各出張所で行っ
ているが、この度は、一番業務処理数が多く
職員数が多い本庁の窓口業務について検証を
行った。
	 実証研究の目的としては、第1に TDABC
の活用によりキャパシティの有効活用、つま
り適正な人材の配置とそれにあわせて適正な
業務形態を考えることである。第2に窓口業
務にかかるコスト計算を行うこととした。
	 実践的な窓口業務の実証研究を行うに際し
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ては、窓口業務への ABC の適用を行った吉
田博・梶原武久45、南学編46、櫻井通晴編47と、
TDABC の適用については TDABC を大学
の学食に適用した鳥居美希・志村正48を参考
にした。
	 まずは、TDABC を適用するにあたり次の
7つのステップで展開していく。
	 ステップ1：	資源プールと主要な活動を識

別する
	 ステップ2：	資源プールのコストを見積も

る
	 ステップ3：	各資源プールの実際的生産能

力を決定する
	 ステップ4：	時間単位（分）あたりのコス

トを算定する
	 ステップ5：	活動ごとに必要な時間数（ユ

ニット ･ タイム）を見積もる
	 ステップ6：	時間方程式（一般式）を導き

出す
	 ステップ7：	時間方程式を用いてアクティ

ビティごとに業務遂行時間数
を求め、レートのコスト・キャ
パシティ・レート（Capacity	
Cost	Rates: キャパシティ費用
率 : 以下 CCR とする）に乗じ
てコストを割り当てる

 3－2－1　窓口業務の概要
	 実証研究の対象とした窓口業務（住民票等
の発行および戸籍関係）は市民課で一括して
行っている、市民課は所属人数が正職員23
名、再任用および嘱託職員5名、臨時職員5名
と、さらに4月、3月といった季節的な繁忙期
に対応するための臨時職員4～5名で組織され
ている。その中でもそれぞれの仕事に応じて
3つの担当別に班編成が行われている。一つ
目が、各種証明書の郵送交付、パスポートの
申請受付および交付等を行う管理担当。二つ

目は戸籍届の受付等を行う戸籍担当。三つ目
が住民票、戸籍謄本、印鑑証明書等の各種証
明書の発行を行う記録担当である。
	 対象は直接本庁にこられた市民の方への証
明書の発行のみならず、市内の一部の出張所
の来客分の発行も本庁の市民課が請け負って
いる。他にも第三者からの請求を含む郵送請
求の対応を行っている。
	 勤務時間については通常、8時半から17時
15分までであるが、毎週木曜日は市民サービ
スのため窓口の開庁時間を19時まで延長して
いる。また繁忙期にあたる3月下旬から4月上
旬については日曜日も開庁している。
	 また本研究はＡ市側は市民課と行政改革推
進担当課（以下、行革推進課）の2名の方に
中心的にご対応いただいた。まずは実証研究
の目的として、第1に TDABC の適用から窓
口業務等の効率化および効率的な人員配置の
検証を行う目的であること、第2に各種証明
書の発行に関わるコストの把握を行うこと、
という共通の認識を図るところからスター
トした。Ａ市においてはこれまで ABC を活
用しての行財政改革に取り組んだ経験はな
い。その理由として、行革推進課の職員から
は、ABC を活用しての効率的な行政運営に
ついては、関心が高いものの、実際に導入す
るとなると、組織的にも職員への負担が大き
くなる懸念があることと、やるとすれば金額
的にも大きな委託料がかかる可能性があるこ
とから今まで実現にはいたっていない、旨の
説明があった。一方、現場である市民課とし
ては、今まで発行業務にどのくらい時間がか
かるかについての時間を計測したことはない
が、繁忙期対策や業務改善を検討する際に、
処理時間を計測し分析することも考えてい
る、とのことであった。また、職員数の割当
の基準となる人工の把握については、現状で
は詳細なものではないが、毎年、行革推進課
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にて人工調査を行っており、人工数に応じた
業務量の分散化には取り組んでいるとのこと
であるが、市民課の現場では非常に忙しいと
いう感覚を持っているとのことであった。
	 実証研究を行ううえでの単位時間の測定に
ついては、個人情報保護の関係もあり、関係
者以外の者が窓口業務に関与をしている印象
を与えるのも好ましくないうえ、職員で行う
こともやぶさかではないということで、担当
職員に計測を依頼した。
	 また、証明書等の発行業務以外にも、窓口
での市民への説明業務や苦情処理、電話対応
に通常時間を費やされているが、どのくらい
平均してこれらの業務に時間を費やしてい
るかが不明であるとのことであった。その
ため、各担当の実務上の責任者を含む5名の
職員に1週間の業務日誌を作成していただき
通常の業務割合についてもご回答をいただい
た。
	 今回の実証研究での数値については平成25
年度の1年間における活動の実績値を活用す
ることとした。それに対応する数値としては
平成25年度の決算数値、人材配置数を活用す
ることとした。
	 この度の TDABC の実証研究については、
TDABC のメリットが ABC と比べて簡潔に
行えるということにあるので、実際に簡潔に
行えるのかという検証を含めて、あえて簡潔
に行っている。

 3－2－2　 TDABC の展開
ステップ1：	資源プールと主要な活動を識別

する
	 資源プールは市民課における窓口である。
窓口業務は複雑を極めているため、ここで仕
事の一覧を窓口業務一覧として整理し、その
うえで事務フロー図を作成し主要な活動を識
別した。

	 業務については、まず第1として各種証明
書発行、そして住民票、戸籍謄抄本、印鑑証
明などの窓口での発行および郵送および各出
張所とのやり取りやパスポート関係の業務が
行われている。
	 また第2として各種の届けの処理、として、
住所変更などの住民異動届、出生、婚姻、死
亡などの戸籍届、印鑑登録などを窓口で対応
するのと、郵送で住民異動届の処理が行われ
ている。大きく分けると各種の発行業務と各
種の届けの処理という大きな二つの事務の流
れがあり、かかる時間も大幅に異なってい
る。また窓口での対応と、各出先および郵送
でのやり取りという相手先が異なる三つの
ケースが考えられる。
	 業務に多様性はあるが、基本的には　①受
付　②検索・照会　③発行・入力　④認証・
審査　⑤交付・郵送準備　といった5段階で
行うことになる。
	 この度は、業務が多種多様であることか
ら、同じアクティビティでもチャンネルに
よって要する時間が異なることが判明したこ
とと、細かなアクティビティの時間で換算す
ると最終的に時間の推定誤差が大きくなって
しまう可能性があることを考え、①から⑤の
アクティビティごとに単位時間を測定はする
ものの、住民票の発行、戸籍謄抄本の発行、
印鑑証明の発行といった大きなアクティビ
ティごとに単位時間の測定をしていただくよ
うお願いした。以下、表1に基本的な事務フ
ロー図の一部を掲載している。
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　このほかにも（2）各種の届け処理の事務
フロー図を作成した。その中でも戸籍届の処
理が非常に複雑である。戸籍届については、
Ａ市に住所はあるが本籍地でない人からの届
出もあり、状況によって処理時間が異なるこ
と、またＡ市に住所はないが本籍地だけがあ
る人からの請求もあり、これも全体の処理時
間が異なることが判明したので、詳細に単位
時間の把握を行った。また戸籍届は死亡、出
生、婚姻、離婚など対象が多く、それぞれの

処理時間も大きく異なるためそれぞれの単位
時間を把握し、件数の把握も行った。

ステップ2：資源プールのコストを見積もる
	 事業費については平成25年度の決算書を参
考に行った。人件費については決算数値から
303,265,684円である。
	 また人件費については退職引当金の算入は
行っていない。また、時間外手当については
算入し、残業時間についての時間数の把握も

表1　事務フロー図

（出典）筆者作成。

【事務フロー図】

（１）各種証明書の発行

市窓口 出先とのやりとり

（記録担当） （記録担当） （記録担当） （記録担当） （記録担当） （記録担当）

住民票発行 戸籍謄抄本 印鑑証明等 住民票発行 戸籍謄抄本 印鑑証明等

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

受付（ 分） 受付（ 分） 受付（ 分） 受信確認（ 分） 受信確認（ 分） 受信確認（ 分）

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

検索・発行（ 分） 検索・発行（ 分） 検索・発行（ 分） 検索・発行（ 分） 検索・発行（ 分） 検索・発行（ 分）

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

認証・審査（ 分） 認証・審査（ 分） 認証・審査（ 分） 認証・審査（ 分） 認証・審査（ 分） 認証・審査（ 分）

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

交付（ 分） 交付（ 分） 交付（ 分） 出力・送信（ 分） 出力・送信（ 分） 出力・送信（ 分）

合計　 分 合計　 分 合計　 分 合計５分 合計６分 合計５分

郵送請求

（管理担当） （管理担当） （記録担当）

住民票発行 戸籍謄抄本 住民異動届

↓ ↓ ↓

受付（ 分） 受付（ 分） 受付（ 分）

↓ ↓ ↓

検索（ 分） 検索（ 分） 内容確認（ 分）

↓ ↓ ↓

作成（ 分） 作成（ 分） 作成（ 分）

↓ ↓ ↓

審査（ 分） 審査（ 分） 審査（ 分）

↓ ↓ ↓

二次審査・入力（ 分） 二次審査・入力（ 分） 郵送準備（ 分）

↓ ↓

封入・発送（ 分） 封入・発送（ 分） 合計　 分

合計　 分 合計　 分
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行った。さらに有給休暇等の日数も把握し、
時間計算時には削除した。
	 間接費である維持管理費の把握について
は、市の施設の全ての面積を把握することが
できなかった。よって占有面積および共有面
積の把握は難しかったためこのたびは光熱費
等の維持管理費は算入していない。
	 また建物の減価償却費についても、市の庁
舎はもともと大学の校舎であったところを無
償で譲り受けており、かつ築後50年以上経過
しており算出が不可能であった。
	 また、近年、住民基本台帳ネットワークの
進展や、戸籍の電子化が行われており、情報
システム経費が増大している。Ａ市において
は、総合行政システムということで住民基本
台帳をはじめ市税、国民健康保険、年金等、
複数の課で使用されるシステムが構築されて
おり、このシステムについては各課ごとの使
用頻度等の統計は出なかったため、所属課の
人数割りで費用負担を計算することとした。
	 戸籍については別に戸籍総合システムが単
独で作動している。また月額のソフトウエア
使用料のほか機器等保守管理料がかかってお
り、導入時の初期費用もかかっている。導入
時の初期費用については、公会計の仕組み
上、その年度で一括計上されているが、10年
間使用するということであったので10年で減
価償却することとした。減価償却費の負担分
については前述の情報システム経費と同様に
関係する複数の課の人数割りで行うこととし
た。
	 この点では多くの地方自治体が同様である
ように、実際に計算されていない数値を研究
のためだけに集計するというのは非常に時間
もかかるし、このことがこれまで総コストの
算出を阻んできたと実感するところである。
	 平 成25年 度 の 決 算 の 人 件 費 の 合 計
303,265,684円　 そ の 他 の 経 費 の 小 計 が

21,892,390円、システム関係の減価償却費、
システム費は32,303,000円の合計357,461,074
円である。

表2　平成25年度決算の数値と金額の割合
平成25年度決算

（円）
全体に占める
金額の割合

人件費 303,265,684 85%
その他の経費 21,892,390 6%
システム関連費 32,303,000 9%

合　計 357,461,074 100.0%
（出典）筆者作成。

ステップ3：	各資源プールの実際的生産能力
を決定する

	 正職員は23名（管理者である課長を除くと
22名）、平成25年決算ベースでは年間244日の
労働時間が実数である。また1日の労働時間
は7.75時間であり、1年間の就業時間は22人
×244日×7.75時 間×60分＝2,415,600分 と 見
積もられる。
	 嘱託職員は5名であり週4日勤務で1日7.25
時間で1ヶ月が4週として月間16日であり、5
人×7.25時間×16日×12ヵ月×60分＝417,600
分である。
	 臨時職員は年間通しての勤務する人数が
5名であり、月15日勤務で1日が7.75時間の
勤務である。よって5人×15日×7.75時間×
12ヶ月×60分＝418,500分の就業時間。
	 残りの臨時職員の4.5名は4月、3月の2ヶ
月間のみの勤務である。よって月15日勤務
で1日が7.75時間であるので、4.5人×15日×
7.75時間×2ヶ月×60分＝62,775分である。臨
時職員の合計時間は418,500分＋62,775分＝
481,275分である。
	 1年間の就業時間の合計は2,415,600分＋
417,600分＋481,275分＝3,314,475分である。
	 ここから、年休等の取得日分の時間を削除
し、時間外勤務の時間を加えると3,299,800分
となった。この時間を、担当ごとの所属職員
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数に応じて再計算したものが表3である。
	 実際的キャパシティの推定についてである
が、1人あたり年間のアイドル時間をどのよ
うに算出するかについてはさまざまな考え方
がある。Kaplan	and	Anderson にあるよう
に、有給休暇や病気等の個人的な理由で休み
日を日数から差し引き、1年間あたりの出社
日数を確定し、休憩時間、ミーティング、訓
練時間、教育プログラムなどの時間は差し引
き、実際の仕事に利用可能な時間とし、その
数値を実際的キャパシティをすることとして
いる49。よってこの度は、それぞれの担当別
に業務における雑務等の割合を勘案し担当ご
との実際的キャパシティ率を計算した。各担
当ごとに実際的キャパシティを算出したの
は、各担当への業務割合の調査において、ア
イドル・キャパシティの割合が違うと感じた
こと。また後々の業務改善のヒントを探すた
め、どの程度、担当ごとに仕事の忙しさを計
測しておきたかったためである。実際、各担
当ごとに算出したことにより、各担当の業務
の割合が明確になった。
	 担当別に実際的キャパシティを算出し合
計すると2,712,320分である。全体として考え
ると実際的キャパシティ率は、2,712,320分÷
3,299,800分＝82％となる。

	 また、時間外勤務による残業代の取り扱
いについては、「変動費であるために未利用
キャパシティとは関係ないと思われる50」と
し、残業代と残業時間の計算上の取り扱いを
どのように処理すべきか、という疑問点が提

示されていたが、この度は第2の目的として
証明書等発行のコスト計算もあるため、残業
時間も労働時間に含め、さらに時間外手当も
計上することとした。
	 また、1年の間における仕事の繁忙時期と
閑散期をどのように対応するかについては、
繁忙期の4月、3月は引越し等のため各種業務
が忙しくなるが、その時期に限り、臨時職員
を配置しており、増加する業務量に対応して
いた。また、その他の時期においては業務量
はほとんど変わらなかったため、1年間を通
して同じ時間方程式で考えることとした。

ステップ4：	時間単位（分）あたりのコスト
を算定する

　市民課全体の時間あたり単位コスト、つま
り CCR を算定する。資源プールのコストを
実際的生産能力で除して求めることができ
る。
	 	 357,461,074円÷2,712,320分
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ＝＠131.7916円/分

ステップ5：	活動ごとに必要な時間数（ユニッ
ト ･ タイム）を見積もる

	 活動ごとの1件あたりの予定時間について
は、窓口対応において、各種証明書の発行に
おいては、住民票の発行5分、戸籍謄本8分、
印鑑証明5分である。また各種の届けはさら
に説明等が求められるため時間がかかってお
り、住民異動届は17分である。また平成25年
度における各種証明書の発行件数および、各
種届け等、主なアクティビティの単位時間と

表3　　担当別労働時間と実際的キャパシティの算出
管理担当 戸籍担当 記録担当 全　体

労働時間（分） 734,081 715,521 1,850,198 3,299,800
実際的キャパシティ割合 85% 85% 80% 82%
実際的キャパシティ（分） 623,969 608,193 1,480,158 2,712,320

（出典）筆者作成。
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件数とは表4のとおりである。 　それぞれの処理手続きの過程で追加の手続
きがあったとしても、その時間を追加すれば
よく、この方法でも時間方程式のもつ柔軟性
や拡張性も維持できると考えられる。
　また、この過程においてはパイロットモデ
ルを構築し、モデルの正しさを確認する必要
がある51。今回の実証研究では、パイロット
モデルを構築し、数値を入れた段階で、数値
の整合性を確認したところ、大量の未利用お
よび過利用のキャパシティが発見されたた
め、再度Ａ市側と協議したところ、モデルの
修正を行うことができ、正しい時間方程式が
できることとなった。

ステップ7：	時間方程式を用いてメニュー
ごとに業務遂行時間数を求め、
レートの CCR に乗じてコスト
を割り当てる

	 アクティビティごとの業遂行時間に1分あ
たりのコスト（CCR）＠131.7916円/分を乗
する。
　窓口業務における住民票と印鑑証明の発行
は5分であり5分×＠131.7916円/分＝659円で
ある。同様に戸籍謄抄本は8分であり8分×
＠131.7916円/分＝1,054円である。
主要な各アクティビティの総費用額および1
回のコストは表5のとおりである。

表4　主なアクティビティの単位時間（分）と件数
アクティビティ 単位時間（分） 件　数

窓　口
住民票発行

5.0 59,129
出　先 5.0 24,915
郵　送 26.0 7,274
窓　口

戸籍謄抄本発行
8.0 50,830

出　先 6.0 5,651
郵　送 40.0 9,351
窓　口

印鑑証明等発行
5.0 27,593

出　先 5.0 16,895

窓　口
住民異動届

17.0 10,389
出　先 13.5 2,058
郵　送 20.0 401
窓　口

印鑑登録
11.0 3,960

出　先 12.5 981
（出典）筆者作成。

ステップ6：	時間方程式（一般式）を導き出す
	 事務フロー図のとおり、市民課の窓口にお
ける業務種類は多様を極めている。たとえば
住民票の発行という手続きでいえば受付、検
索・発行、認証・審査、交付という5段階を
用いて時間方程式を作るところであるもの
の、実務上の便宜性を優先し、住民票発行、
戸籍謄抄本発行、といったアクティビティご
とに時間方程式を計算することとした。ま
た、戸籍届についても時間方程式を導き計算
を行った。

	 業務遂行時間＝住民票発行時間×発行枚数
＋戸籍謄抄本発行時間×発行枚数＋印鑑証明
等発行持間×発行枚数＋パスポート発行時間
×発行枚数＋郵送での住民票発行時間×発行
枚数＋郵送での戸籍謄抄本発行時間×発行枚
数＋住民票異動届×処理時間＋各種戸籍届×
処理時間＋印鑑登録×処理時間＋郵送での住
民異動届×処理時間＋戸動届における総時間
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　3－2－3　結果分析および課題抽出
	 まず、実証研究を行ったＡ市の市民課およ
び行革推進課の職員から感想をいただいた。
　市民課からは、業務の単位時間の測定をお
こない、業務フローを作成しただけでも、仕
事の流れをあらためて確認ができ、非常に意
義があったと考える、との感想があった。ま
た、キャパシティの利用度合いの数字につい
て、当初は誤差が大きいのではないかと思っ
ていたが、実際の忙しさの感覚とあってお
り、単位時間と件数だけでこれだけの分析が
できるとは思っていなかった、とのことで
あった。行革推進課の職員からは、計算方法
も簡便・迅速で自分たちでも今後も活用でき
る、また分析結果においても非常にわかりや
すかった、このさまざまな数字から業務改善
へのヒントが見えてくる、どの業務にどれだ
け時間がかかっているかがよくわかった、今

後、事務分掌や組織のあり方を考えるうえで
参考にできる、との感想があった。
	 今回の作業については、時間や手間をかけ
ずに行っており、関係部署との打ち合わせも
5回程度であった。TDABC の簡便性を発揮
して行うことができたと考える。
	 次に、TDABC のデータを用いて、業務改
善への活用を検討をした。
	 今回の実証研究の第1の目的であるキャパ
シティ管理の観点から見れば、未利用キャパ
シティは5.5％しかなく、市民課では窓口業
務だけではなく、それぞれの内部処理をかか
えており、かなりの稼働率であるといえる。
各担当ごとにキャパシティの利用率が大きく
異なることも考えられることから担当ごとに
行ったが各担当ごとの大きな差異は見られな
かった。
	 それぞれの担当の事前のヒアリングでは、

表5　主要な各アクティビティの費用額および1件のコスト

アクティビティ 単位時間
（分） 件　数 総時間

（分） 時間割合 CCR
（分単価）

費用合計
（円）

１件の
コスト
（円）

処理担当
部署

窓　口
住民票発行

5.0 59,129 295,645 11.8% 131.7916 38,963,542 659 記録
出　先 5.0 24,915 124,575 5.0% 131.7916 16,417,945 659 記録
郵　送 26.0 7,274 189,124 7.5% 131.7916 24,924,964 3,427 管理
窓　口

戸籍謄抄本発行
8.0 50,830 406,640 16.2% 131.7916 53,591,756 1,054 記録

出　先 6.0 5,651 33,906 1.4% 131.7916 4,468,528 791 記録
郵　送 40.0 9,351 374,040 14.9% 131.7916 49,295,349 5,272 管理
窓　口 印鑑証明等発行 5.0 27,593 137,965 5.5% 131.7916 18,182,635 659 記録
出　先 5.0 16,895 84,475 3.4% 131.7916 11,133,100 659 記録

窓　口
住民異動届

17.0 10,389 176,613 7.0% 131.7916 23,276,119 2,240 記録
出　先 13.5 2,058 27,783 1.1% 131.7916 3,661,567 1,779 記録
郵　送 20.0 401 8,020 0.3% 131.7916 1,056,969 2,636 記録
窓　口 印鑑登録 11.0 3,960 43,560 1.7% 131.7916 5,740,844 1,450 記録
出　先 12.5 981 12,263 0.5% 131.7916 1,616,095 1,647 記録

（出典）筆者作成。

表6　担当ごとの未利用キャパシティ
管理担当 戸籍担当 記録担当 全　体

利用されたキャパシティ（分） 601,348 558,144 1,404,932 2,564,424
実際的キャパシティ（分） 623,969 608,193 1,480,158 2,712,320
未利用キャパシティ（分） 22,621 50,049 75,226 147,896
未利用キャパシティ率 3.6% 8.2% 5.1% 5.5%

（出典）筆者作成。
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郵送請求の対応等を担当する管理担当におい
ては郵送請求対応および窓口業務の割合が
85％であり、証明書の発行業務においても電
話対応や住民へのより詳しい説明の実施など
を行っており、予定通りの時間内に終わらな
いケースも指摘されてきた。また各種証明書
の窓口での発行および住民異動届けを処理す
る記録担当においても窓口対応業務の割合は
80％であり、登録に関する業務のため間違い
がないように慎重に作業するため電話対応、
住民説明時間も必然的にかかるとのことで
あった。
	 各担当ごとの実際的キャパシティを計算
し、全体として実際の就業時間の18％のアイ
ドル時間を計上した。定型的業務だけでこれ

だけのキャパシティ利用率であるため、電話
対応業務や、長時間にわたる市民対応がある
ことを考えるとかなりの高稼働率であると考
える。事前の市民課職員へのインタビューに
おいて、非常に忙しいと感じているとの話が
あったがそれを裏付ける調査結果となった。
この状況を改善するには人を増員するか、ま
た同じ職員数で対応するなら何らかの業務改
善を行う必要があることを分析資料は示して
いると考える。
	 引き続き、業務改善の可能性について検討
してみたい。業務改善で着手すべきは単位時
間が長くかかるもの、また数量が多いもので
総時間数が多いものである。

表7　各アクティビティごとのコストおよび実際的キャパシティの分析

アクティビティ 単位時間
（分） 件数 総時間

（分）
時間
割合

CR
（分単価）

費用合計
（円）

１件の
コスト
（円）

処理担当
部署 管理担当 戸籍担当 記録担当

窓口
住民票発行

5.0 59,129 295,645 11.8% 131.7916 38,963,542 659 記録 295,645
出先 5.0 24,915 124,575 5.0% 131.7916 16,417,945 659 記録 124,575
郵送 26.0 7,274 189,124 7.5% 131.7916 24,924,964 3,427 管理 189,124
窓口

戸籍謄抄本発行
8.0 50,830 406,640 16.2% 131.7916 53,591,756 1,054 記録 406,640

出先 6.0 5,651 33,906 1.4% 131.7916 4,468,528 791 記録 33,906
郵送 40.0 9,351 374,040 14.9% 131.7916 49,295,349 5,272 管理 374,040
窓口 印鑑証明等発行 5.0 27,593 137,965 5.5% 131.7916 18,182,635 659 記録 137,965
出先 5.0 16,895 84,475 3.4% 131.7916 11,133,100 659 記録 137,965

窓口
住民異動届

17.0 10,389 176,613 7.0% 131.7916 23,276,119 2,240 記録 176,613
出先 13.5 2,058 27,783 1.1% 131.7916 3,661,567 1,779 記録 27,783
郵送 20.0 401 8,020 0.3% 131.7916 1,056,969 2,636 記録 8,020
窓口 印鑑登録 11.0 3,960 43,560 1.7% 131.7916 5,740,844 1,450 記録 43,560
出先 12.5 981 12,263 0.5% 131.7916 1,616,095 1,647 記録 12,263
窓口 パスポート発行 43.0 888 38,184 1.5% 131.7916 5,032,332 5,667 管理 38,184

各種戸籍異動届
出　生 6,382 戸籍 118,929
婚　姻 7,185 戸籍 125,777
離　婚 11,151 戸籍 49,243
死　亡 7,732 戸籍 163,049
入　籍 7,562 戸籍 32,074
転　籍 6,810 戸籍 42,736

養子縁組 10,810 戸籍 18,784
養子離縁 12,865 戸籍 6,638
その他 311 戸籍 915

利用されたキャパシティ 100.00% 330,920,464 担当別利用キャパシティ 601,348 558,144 1,404,935 2,564,427
実質的キャパシティ合計 395,679,961 実質的キャパシティ 623,969 608,193 1,480,158 2,712,320
未利用キャパシティ 64,759,497 未利用キャパシティ 22,621 50,049 75,224 147,893
未利用キャパシティ率 未利用キャパシティ率 3.6% 8.2% 5.1% 5.5%

（出典）筆者作成。

件数が入っていますので、Ａ市との協議の上、公表
は差し控えさせていただきます。

－209－

地方自治体におけるTDABCの活用



	 一番時間がかかるのが、窓口における戸籍
謄抄本の発行であり、労働時間全体の15％を
占めている。主な原因は発行枚数の多さであ
る。二番目は郵送における戸籍謄抄本の発行
で、これは全体の14％である。これは発行枚
数は多くないものの、1件あたりの処理時間
として受付から発行までに40分かかっている
ためである。三番目は窓口における住民票の
発行である。これは労働時間全体の12％であ
る。主な原因は発行枚数の多さである。
	 このことから、発行枚数が多いものについ
て自動で発行できるような方法がないのか、
また業務の単位時間を短縮するために効率の
よい業務手順が考えられないか、ということ
が大きな課題であることが判明した。
	 他にも、郵送による住民票、戸籍謄抄本
の発行については単位時間がそれぞれ26分、
40分かかっており、必然的に1回のコストが
3,427円、5,272円、となっており、窓口で発
行するのと比べると時間がかかっていること
がわかる。これは、本人からの請求もある
が、第三者からの請求もあり、請求資格の有
無や、求められている書類かどうかといった
確認をとるため、個人情報保護の観点から慎
重に行う必要もある。よって直接市民と対話
のうえで発行できる窓口発行とは異なり時間
が大幅にかかることによるものであった。
　続いて、第2の目的であった窓口業務にお
けるコスト計算を行った。Ａ市における住民
票発行、印鑑証明の発行の手数料は、市町村
合併時における住民負担の軽減といった政策
的な配慮により100円とされた、とのことで
あり、他市と比べた場合、非常に低い水準に
ある。
	 このような手数料については、利用しない
市民が税金という形で負担している公費負担
と、利用者が負担する受益者負担の割合につ
いて、市民全体の負担の公平性の観点から議

論されることになる。その前提として、現在
どれだけのコストがかかっているのかを明確
にすることが第1ステップである。第2ステッ
プとして受益者負担をどうするかという議論
を踏まえ、将来的に手数料の変更を考えると
すれば、その際のひとつの目安になるものと
考える52。このように明確でかつ迅速に計算
できる TDABC は、さまざまな意思決定に
も迅速に対応することができ、計算方法とし
て優れていると考える。

表8　各種証明書の発行のコスト

アクティビティ 手数料
（円）

１件のコスト
（円）

窓　口
住民票発行 100

659
出　先 659
郵　送 3,427
窓　口

戸籍謄抄本発行 450
1,054

出　先 791
郵　送 5,272
窓　口

印鑑証明等発行 100
659

出　先 729
（出典）筆者作成。

　3－2－4　 ABB への活用
　3－2－3において抽出した課題の解決策を、
TDABC のデータを用いて来年度予算編成
で検討することが必要になる。ABB は ABC
という原価計算方法を予算管理に応用した予
算管理手法であり、ABB を実施する最大の
利点は、従来の方法よりも合理的な間接費予
算の編成が可能になるということである53。
また、Kaplan	and	Cooper は、「（従来の予算
編成では、）次年度の予算はシニア・エグゼ
クティブと事業部のマネジメントとの交渉の
結果により、前年度の予算に数パーセント増
減して決定されるということになる。ABB
は、そのような議論が権力や影響力、および
交渉能力によって決まることを抑えて、でき
るだけ事実にもとづいて決定される機会を提
供する54」と指摘している。
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	 ABB は TDABC の革新以前から存在して
いたが、斬新な点は TDABC を用いること
によりそのプロセスが大幅に単純化され、透
明性が高まったことである。資源キャパシ
ティの供給、費用、および消費は TDABC
モデルの主な特徴であり、将来期間における
仕事の需要を満たすために必要な資源の供給
量、および費用の変化を予測することが容易
になる点が指摘されている55。
	 以下、Ａ市の市民課において ABB の活用
の検討をおこなう。
	 課題の抽出の項で述べたように、発行枚数
が多いものについて自動で発行できるような
方法がないのか、また業務の単位時間を短縮
するために効率のよい業務手順が考えられな
いか、ということについてまず検討する必要
がある。さまざまな工夫が考えられるが、ひ
とつの改善案として、住民票等のコンビニ交
付への取組が考えられる。
	 住民票、戸籍謄抄本、印鑑証明などのコン
ビニ交付の導入を検討56するとした際、来年
度の予算編成にどのような影響をあたえるの
か検討してみたい。
	 条件として、システム導入の初期費用を減
価償却した額と、年間の維持費用を合わせる
と、年間1300万円の年間のシステム関連費用
がかかると仮定し、さらに1枚あたり120円の
手数料をそのシステム会社に支払うこととす

る。
	 証明書の発行枚数については、現在の発行
枚数の10％を基準に検討することとする。た
だし、証明書の発行枚数は年数を経るごとに
増える傾向にあるため、発行枚数の15％およ
び20％での検討も行うものとする。
	 発行枚数の10％がコンビニ交付になった
時 の 発 行 に 係 る 原 価 は、19,500枚×5分×
＠131.7916円×CCR における職員人件費割合
0.86＝11,050,730円となる。一方、年間のシ
ステム費用は15,340,000円であり、これで比
較するとまだシステムを導入をしないほうが
コストは安いということになる。しかし、発
行枚数が総数の15％になればコンビニ発行と
人件費の削減原価が同程度となり、20％にな
ればコスト面でのメリットが明確に出てくる
こととなる。
	 それでは、来年度10％、さらに再来年度に
15％になるとすれば、どのようなキャパシ
ティ管理をする必要があるか、ということが
問題となる。ここでは TDABC により発行
数1枚あたりの時間が計上されているため、
どれだけの時間が削減されるかが明確になる。
	 この時間総数を、職員一人あたりの1年間
の実質的キャパシティで割ればその削減人数
が計算できることになり。このシナリオ分析
では10％発行を予定する来年度は削減割合は
1.08人であり、再来年は1.61人分の職員の削

表9　コンビニ交付との比較
発行枚数の10% 発行枚数の15% 発行枚数の20%

枚数 削減原価 枚数 削減原価 枚数 削減原価
住民票発行枚数 8,500 4,816,985 12,750 7,225,477 17,000 9,633,970

戸籍謄抄本発行枚数 6,500 3,683,577 9,750 5,525,365 13,000 7,367,153
印鑑証明発行枚数 4,500 2,550,168 6,750 3,825,253 9,000 5,100,337

発行枚数合計 19,500 11,050,730 29,250 16,576,095 39,000 22,101,460
年間システム費用 15,340,000 16,510,000 17,680,000

削減時間（分） 117,000 175,500 234,000
削減時間相当分の人員数 1.08 1.61 2.15

（出典）筆者作成。
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減が可能になる。
	 それ以降については、毎年、翌年度の発行
枚数の予測にあわせてキャパシティ管理を行
い、適切な人材配置なり業務内容の増減を行
えばいいということになる。
	 以上がコンビニ交付の実施の可否というシ
ナリオ分析の中での ABB を行った結果であ
る。シナリオによってどのように数値が変化
していくかが明確になり意思決定を行うこと
ができ、来年度以降の予算に反映することが
可能であるといえる。
	 窓口業務においては、ここ数年、住民票な
どの発行枚数や予算・決算の数値も大きな変
更は見られなかった。よって過去の数年の検
討をおこなっても、今回の TDABC の実証
研究の結果とほぼ同様の結果が出ることが想
定される。しかし今後については、コンビニ
交付の導入検討以外にも、たとえば、本庁の
窓口業務の事務軽減のために、他の総合支所
の業務状況を検討し、業務量の調整をおこな
うことも十分考えられるし、その際にもこの
TDABC の結果をもとに適正な人員配置と業
務量のシュミレーションを行い、調整をおこ
なうことが可能と考える。

4　�地方自治体における従来型の
ABCとTDABCの比較

	 この項では、まず、従来型の ABC と TDABC
の基本的な計算方法の違いを、あらためて明
らかにし、次いで従来型の ABC の問題点に
対して TDABC が解決策となりえたのかにつ
いて検討する。
4－1  従来型の ABC と TDABC の計算方法

の違い
	 この項では、従来型の ABC と TDABC の
基本的な計算方法の違いを理解するためにあ
らためて Kaplan	and	Anderson の計算例を

抜粋し例示57する。

　従来型の ABC の計算法
四半期合計567,000ドル費用で活動している	
顧客サービス部門の分析を行うものとする。
ABC チームは次の3種類のアクティビティを
行うものと決めたとする。

　・顧客の注文処理
　・顧客からの問い合わせや苦情の処理
　・顧客の与信審査の遂行

	 次に、ABC チームは、従業員が前述の3種
類のアクティビティに従事する時間の割合の
推定値を把握するためにインタビューを行
う。この時間の割合の推定値のデータを得る
ために数週間から数ヶ月の調査を実施するこ
とになり、多くの時間とコストがかかるこ
とになる。これらの調査の結果、3種類のア
クティビティ間の時間の割合が、それぞれ
70％、10％、20％であることが明らかになっ
たとする。そこで ABC チームはその時間の
割合に基づいて3種類のアクティビティに部
門費の合計額（567,000ドル）を配分する。
さらに ABC チームは、3種類のアクティビ
ティに関する四半期中の実際（ないし予測）
業務量のデータを収集し、次のデータを入手
したとする。

　・49,000件の顧客からの注文
　・1,400件の顧客からの問い合わせ
　・2,500件の与信審査

	 ABC チームは、分析を単純化するために、
さらに次のような仮定を追加した。すなわ
ち、全ての注文を処理するのに要する資源

（時間）量は同一であり、全ての顧客からの
問い合わせには同一時間を要し、各顧客の与
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信もまた同一レベルの仕事である、とした。
以上のことを踏まえて ABC システムでは、
平均コスト・ドライバー率を算定した（表
10）。

TDABC による計算法
	 TDABC では部門のキャパシティ費用率
と、部門で使用されるこの取引のキャパシ
ティ利用度というわずか2つのパラメーター
値を推定するだけでよく、この2つのパラ
メーター値は、簡単にかつ客観的に推定でき
る。
	 ここでキャパシティ費用率は次のように定
義される。

	 キャパシティ費用率＝ 供給されたキャパシティ費用
供給資源の実際的キャパシティ

　 供 給 さ れ た キ ャ パ シ テ ィ 費 用 は、 月
567,000ドルである。実際のキャパシティ

（実際的キャパシティ）を予測するために
TDABC チームは、実際に業務遂行に使用さ
れる資源（典型的には従業員と設備）の量を
識別しなければならない。当該部門には、28
人のフロントライン現場従業員（ここには監
督者と支援スタッフは含まれていない）が雇
用されていたとする。各フロントライン現場
従事者は毎月平均20日間（四半期で60日）働
き、1日につき7.5時間に対して賃金が支払わ
れる。したがって、各従業員は、四半期の間
にほぼ450時間、すなわち27,000分働くこと
になる。

　しかし、賃金が支払われている時間全てが
生産的な仕事にあてられているとは限らな
い。顧客サービス部門の従業員は、1日75分
ほど、休憩、訓練、および教育に時間を費
やす。それゆえ、各従業員の実際的キャパ
シティは、四半期につきほぼ22,500分（1日
375分×四半期60日）になる。すると28人の
フロントライン現場従事者が働く当該部門
での実際的キャパシティは630,000分となる。
TDABC モデルの第1の推定値である、供給
されている施設の（1分あたり）費用率は、
次のように計算される。

	 キャパシティ費用率＝ ＝0.90ドル（毎分）567,000ドル
630,000分

　次に、TDABC チームは、3種類の顧客関
連活動に関して以下の平均的単位時間の推定
値を入手したとしよう。
　・顧客注文の処理：8分
　・顧客からの問い合わせの処理：44分
　・与信審査の遂行：50分

時間方程式は次のようにあらわされる。
顧客サービス時間（分）＝8×注文処理数＋44
×顧客からの問い合わせ数＋50×顧客の与信
審査の遂行数

表10　従来型の ABC による分析
アクティビティ 消費時間（％） 配賦費用 コスト・ドライバー量 コスト。ドライバー率

注文処理 70％ 396,900ドル 49,000 　8.10ドル / 件
苦情処理 10％ 56,700ドル 1,400 40.50ドル / 件
信用照合 20％ 113,400ドル 2,500 45.36ドル / 件
合　計 100％ 567,000ドル

	 （出典）Kaplan	and	Anderson（2007）邦訳12頁。
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	 これらの分析から、当該期間中に供給され
る実際的キャパシティの中、約92％のみが真
に生産的な用途に向けられていることがわか
る。したがって、費用総額567,000ドルの約
92％だけが顧客のために費やされた当該期間
中の費用となる。
	 表10と表11を比較するとわかるが、同じ注
文処理の費用を比べても、従来型の ABC モ
デルではアクティビティを遂行されるための
費用が過大に計上される。その理由は、従来
型の ABC モデルでは、努力配分分析は極め
て精緻である一方、利用した資源キャパシ
ティの費用と未利用の資源費用の双方とが含
められてしまっているためである。個々のア
クティビティを遂行する時間を正確に特定化
することにより、会社は各アクティビティの
費用および効率性に関する有用なシグナル
を、アクティビティ遂行のために供給された
資源の中に含まれた未利用のキャパシティの
量（51,400分）、費用（46,260ドル）とともに
入手することができるのである。

TDABC モデルによる ABC モデルの問題点
への対応　
	 次に、従来の ABC の実行上の問題点につ
いて TDABC が理論上どのように対応でき
たか検討してみたい。
問題点①　 	ABC に関するインタビューと調

査には多くの時間と費用がかか
る。

対　応①　 	TDABC においては、従業員へ
のインタビューと調査は不要とな
り、多くの時間と費用をかけるこ
とはなくなった。

問題点②	 	ABC モデルのためのデータは主
観的で有効性に疑問がある。

対　応②	 	従業員へのインタビューがなくな
り、従業員のそれぞれのアクティ
ビティの平均的単位時間を直接的
な観測や簡単なインタビューで計
測することでき、客観性のある
データが計測できる。

問題点③	 	ABC モデルのためのデータを保
存し、処理し、そして報告するこ
とには多額の経費がかかる。

対　応③	 	TDABC モデルは、企業が遂行す
る業務で使用される実際のプロセ
スをシミュレートしている。それ
ゆえ TDABC モデルはデータ推
定、データ保存、およびデータ処
理のそれぞれのキャパシティに大
幅な拡張を行うことなく、従来の
ABC モデルよりもはるかに多く
のバリエーションと複雑性に対応
できる58。

問題点④	 	ほとんどの ABC モデルは独立的
であり全社的な収益性状況を統合
的情報として提供し得ない。

対　応④	 	会社全体に適用可能なソフトウェ
アおよびデータベース技術を通じ

表11　 TDABC による分析
アクティビティ 単位時間 数量 総時間（分） 単位費用 費用合計
顧客注文処理 8 49,000 392,000 7.20ドル 352,800ドル

問い合わせ処理 44 1,400 61,600 39.60ドル 55,400ドル
与信審査遂行 50 2,500 125,000 45.00ドル 112,500ドル

利用されたキャパシティ 578,000 520,740ドル
未利用キャパシティ（8.2％） 51,400 46,260ドル

合計 630,000 567,000ドル
	 （出典）Kaplan	and	Anderson（2007）邦訳16－17頁をもとに筆者が加筆修正。
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て全社モデルを容易に設計でき
る59。

問題点⑤	 	ABC モデルは、変化する状況に
適応する形で対応できない。

対　応⑤	 	時間方程式を活用することで、
新たな業務等にも瞬時に対応で
きる。また、従業員へのインタ
ビューもあらためて行う必要性は
必要なくなる。そのため、暦ベー
スではなく事象ベースでモデルを
更新することができる。

問題点⑥	 	ABC モデルは、未利用キャパシ
ティが存在する可能性を無視する
とき、理論的正確性を欠くことに
なる。

対　応⑥	 	未利用キャパシティが明確になる
ため、実際キャパシティの内、ど
れだけが真に生産的な用途に向け
られていたのかもわかる。その結
果、効率的なキャパシティの配置
が可能になる。

　以上のように従来型の ABC の実行上の問
題点を、理論的には TDABC は克服してい
るといえる。

4－2  従来型の ABC の実行上の問題点に対
しての TDABC の有効性

	 実証研究の結果をふまえて、あらためて当
初指摘した従来型の ABC の実行上の6つの
問題点に TDABC がどのように対応できた
のかについて検証してみたい。
問題点①	 	ABC に関するインタビューと調

査には多くの時間と費用がかか
る。

TDABC ①		 	この点、実証研究においては、
インタビューは行わず、調査も
必要最小限の人数ですんだ。ま

たアクティビティの時間と件数
が判明してからの事務処理にし
ても、数日で行うことが出来
き、時間と費用がかかることは
なかった。

問題点②	 	ABC モデルのためのデータは主
観的で有効性に疑問がある。

TDABC ②		 	従業員のアクティビティの平均
的単位時間の計測については職
員自身にお願いして行っても
らった。平均的な単位時間とい
うことで慎重に測定していただ
き、客観的な数値を計測するこ
とができた。また、業務時間の
時間配分の検討については、従
来型の ABC によりヒアリング
で各業務の時間配分を決定した
とすると、住民票発行業務、戸
籍謄抄本発行業務、戸籍届の処
理、などというように業務を大
括りにした場合はそれなりの割
合を計算することは可能であろ
うと思われる。しかし、業務が
さらに細分化され複雑な場合に
も正確に配賦できるかは不明で
ある。つまり戸籍届ですら、出
生、離婚、死亡など9つ以上の
区分があり、さらにその請求し
た側の区分も3通りあり、市民
の中でも本籍地か非本籍地かど
うか、また市民でない送付の3
つに分かれており、都合9ケー
ス×3ケースの27ケース以上、
存在することになる。それぞれ
の割合について、聞き取りとア
ンケートだけで時間配分ができ
るかどうかについては実質的に
は難しいと考える。
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問題点③	 	ABC モデルのためのデータを保
存し、処理し、そして報告するこ
とには多額の経費がかかる。

TDABC ③		 	この度の実証研究は一部門で
あったが、アクティビティの件
数が多くなってもデータ量とし
ての保存も難しくない。また、
アクティビティが増加しても単
位時間を計測することで対応で
きるため、時間方程式を活用す
ることで十分に対応することが
できる。

問題点④	 	ほとんどの ABC モデルは独立的
であり全社的な収益性状況を統合
的情報として提供し得ない。

TDABC ④		 	今回は市役所の一部門における
実証検証であり、市役所全体で
の実証研究ではなかったため、
この問題点への言及は控えた
い。

問題点⑤	 	ABC モデルは、変化する状況に
適応する形で対応できない。

TDABC ⑤		 	時間方程式の活用により、期中
に環境変化があったとしても容
易に変更できることが確認でき
た。また今期、えられた原価情
報をもとに、来期の職員配置も
適切に行うことが可能であり、
仮に来期、業務が増加したとし
ても、職員へのインタビューを
最初から行う必要はなく、今期
のデータをもとに来期の対応
を検討することが出来る。ま
た ABB を行うことでコンビニ
交付をおこなうとしても適切な
モデルの変更をおこなうことが
できることを確認した。従来型
の ABC でおこなうとすれば、

来期あらためて職員にインタ
ビューを行い時間配分を計算し
対応を検討するため、変化する
状況に適切に対応できるとはい
いがたい。

問題点⑥	 	ABC モデルは、未利用キャパシ
ティが存在する可能性を無視する
とき、理論的正確性を欠くことに
なる。

TDABC ⑥		 	市民課で各担当にどれだけ未利
用キャパシティがあるか判明も
したし、ABB により新たな業
務を行う際の実際的キャパシ
ティの検討もおこなうことが
出来た。今回の実証研究から、
キャパシティ管理目的といった
点では有効であることが判明し
た。一方、従来型の ABC では
キャパシティ管理を行うことは
難しく、今回のケースにおいて
も各担当ごとにどれだけの時間
が足りないのか、また追加の人
材配置を考える必要があるの
か、といった検討を加えること
は難しいと考える。従来型の
ABC ではアクティビティに応
じた配賦を行うだけになってし
まい、適切な人材配置や ABB
の活用といったことは難しかっ
たと考えられる。

	 以上の検証のように、TDABC は理論どお
りその有効性を発揮していることが明らかに
なった。
	 以上を考えると、従来型の ABC に比べて
TDABC の活用の方が、地方自治体という労
働集約的な業種には有効であると考える。さ
らに、アクティビティの単位時間の計測が正
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確にできる職種についてはその有用性は大き
いといえる。一方、今後の課題としては地方
自治体の中でもアクティビティの時間管理が
難しい業務もあり、そのような職種に対して
どのように TDABC を適用していくかは大
きな課題であると考える。

5　まとめ
5－1 TDABC の課題に対する考察　
	 この度の実証研究に際して、ABC で行う
複数の基準による配賦に比べると、簡便性・
迅速性の点では大きく向上したといえるが、
緻密さといった点については多くの論者が指
摘するとおり緻密さの度合いが落ちていると
いった批判はぬぐえない点があると感じると
ころである。
	 Kaplan	and	Anderson は、実際的キャパシ
ティの算定について、従業員のアイドル時間
の割合等、これらの数値は必ずしも厳密に計
算する必要はない。すなわち数％くらいの誤
差は致命的ではないし、大きな誤差の発生に
ついては発見することもできる60、としてい
る。確かに大きな誤差が発生すれば発見する
こと可能とは考えるが、実際にどの程度の誤
差までが許容範囲なのかが不明である。
　松本有二61の指摘した、キャパシティの推
定誤差の影響については、私自身も実証研究
を行う中で一番心配であった点である。ひと
つひとつのアクティビティの時間が異なれ
ば、最終的には大きな差がつくといった指摘
は納得できるところである。その対策とし
て、この度は一つ一つの受付、認証・審査・
交付といった細かなアクティビティではな
く、住民票の発行で5分といった形で、アク
ティビティの括りを大きくすることで誤差を
少なくするように努力した。また計測時間に
ついても1年間の平均値を出すために、複数

回にわたり計測することにより標準時間を決
定することとした。Ａ市の市民課の担当者か
らも、この計測から平均の単位時間を出すの
が難しかったとの報告もあったところであ
る。どちらにしてもキャパシティの推定誤差
がでるとその影響は大きくなるため、それぞ
れの現場で対策が必要であると考える。
	 さらにアイドル時間の算出について総業務
時間のうちどれだけの割合で実際に稼動して
いるのか、といった割合を算出するに当たっ
ても、TDABC の簡便性という特性も維持し
つつもそれなりの基準を設ける必要があるよ
うに思われる。
	 以上のように、各アクティビティの平均単
位時間の誤差をどのように考えるかというこ
とと、アイドル時間をどの程度見積もるか、
という2点については TDABC の課題とし
て、更なる考察が必要と考える。

5－2 まとめ
	 この度の実証研究の中で得られた成果とし
ては、まずは、TDABC が、従来型の ABC
の実行上の問題点について、その解決策と
なっているということが、実証研究の検証
を通して確認できたということだ。さらに、
TDABC 自体が、労働集約型産業であり人件
費の割合が非常に高いのが特徴である地方自
治体のなかで、窓口業務のように定型的・反
復的な業務については適用が可能であること
が確認できたということだ。
	 また、TDABC の計算の過程において未利
用キャパシティの算出も可能であり、どの程
度それぞれの担当に余力があるのか、ないの
かが明確にわかるようになった、ということ
だ。
	 さらに、TDABC を活用した ABB への適
用において、BPM の観点からも、さまざま
な状況変化に瞬時に対応し、意思決定をし

－217－

地方自治体におけるTDABCの活用



ていく必要を考えれば、TDABC の活用によ
り、容易になるといえる。
	 これらを明確に行うことで予算編成の過程
において、職員配置やどの業務をどの部署に
割り振るべきなのか、またどの部署とどの部
署を統廃合し、業務の合理化を図るべきなの
か等についての判断が容易にできるようにな
ると考える。また、第2の目的であった、コ
ストの算出についても行うことができた。
	 これらの数値の算出がより簡単にかつ安価
にできたということも大きな成果であったと
考える。もし、同様の実証研究を従来型の
ABC で行うとすれば大変な労力になったで
あろうし、やったとして、このように正確に
行うことは困難であったと考えられる。なぜ
なら従来型の ABC においては所属する課員
全てにヒアリングやアンケートを行い、その
うえでそのアクティビティにどれだけの割合
で時間を割いているかを課員全てから調査を
し、そのデータを持って ABC の計算を行う
必要があるからである。Kaplan	and	Ander-
son が「従業員は合計で3ヶ月から6ヶ月かか
るアクティビティの総時間数に対して業務プ
ロセスが占める割合を推定するよりも、標準
アクティビティを実行するのに必要となる時
間を推定する方が容易であることを知ってい
る62。」と指摘しているように、ヒアリングか
ら多種多様な業務の占める割合を詳細に区分
するというのは難しいと感じられる。
	 また、以上の成果を考えると、当初、筆者
が掲げた研究の目的は概ね達成できたものと
考える。
	 しかし、残された課題としては、地方自治

体の全ての業務に対して TDABC が適用で
きるかについては、さらに研究が必要と考え
る。窓口業務のように単位時間が計測できる
業務はよいが、全ての業務で単位時間が計測
されるわけではない。このような業務につい
て今後、どのように考えるかは今後の研究課
題としたい。また TDABC を適用する際の
課題としては、推定誤差を解消するために、
どのアクティビティをひとつの括りとして考
えるか、ということである。この度は大きな
括りで行うことで正確なキャパシティの活用
度が計測できたが、実際に行う際には十分な
検討が必要と考える。
	 また TDABC が ABC の発展形であるかど
うかについては、さまざまな議論が繰り広げ
られている。地方自治体の ABC の活用につ
いては、精密ではあるが手間のかかりすぎる
ため採用数がほとんど無くなっているという
現状を鑑みると、従来型の ABC にかわる新
たな管理会計の手法が求められていると考え
る。大下丈平（2011A,2011B）の主張のよう
に、簡便性と緻密性というトレードオフの関
係をどのあたりでバランスをとるべきか、と
いう議論が求められていると考えており、そ
の意味では TDABC は ABC の発展形のひと
つであると考える。
	 地方自治体は財政が厳しい中、今後の公会
計制度の改革も含めてコストのあり方に関心
を持っている。そのような自治体に使用可能
な管理会計のツールを提供することが求めら
れていると考えており、さまざまな課題はあ
りつつも TDABC はそのひとつのツールに
なりうると考える。

－218－

Journal of East Asian Studies



１	 ABC の概念がはじめて示されたのが Robert	
S.Kaplan	 and	 Robin	 Cooper（1988）"How	
Cost	 Accounting	 Distort	 Product	 Costs",	
Management Accounting,	April，である。

２	 TDABC の概念がはじめて示されたのが Kaplan	
R.S	 and	 S.R.Anderson（2004）"Time-Driven	
Activity-Based	 Costing"	 Harvard Business 
Review,	November,	2004,	pp.131-138.	スコフィー
ルド素子訳、「時間主導型 ABC マネジメント」

『Diamond	 ハーバード・ビジネス・レビュー』
2005年，6月号，135-145頁），である。なお、本
論文での引用および頁数は邦訳版を掲示する。

３	 櫻井通晴（2012）「管理会計（第5版）」『同文館』
329頁。

４	 櫻井通晴（2012）、329頁。
５	 Kaplan	and	Anderson（2004）、邦訳136頁。
６	 Kaplan	and	Anderson（2004）、邦訳136頁。
７	 ABM と は Activity-Based	Management（活 動

基準原価管理）の略であり、ABC 情報を活用し
業務プロセスの改善や原価低減への取組をおこ
なうことを主目的とする。

８	 伊藤嘉博（2007）「20年目のレレバンスロスト―
ABC/ABM 革命の終焉―」『産業経理』Vol.67.
No3、22頁

９	 前田貞則、久保田敬一、海老原崇（2009）「時
間主導型 ABC の経営革新―収益性の見直し―」

『会計』第176巻第2号、248-249頁
10	 櫻井通晴（2007）「わが国の公的機関における

効率性と有効性の必要性」（会計検査研究）No,	
36、16頁

11	 Kaplan	R.S	 and	S.R.Anderson（2007）"Time-
Driven Activity-Based Costing"	 Harvard	
Business	School	Press. （前田貞則、久保田敬一、
海老原崇　監訳（2008年）『戦略的収益費用マネ
ジメント　新時間主導型 ABC の有効活用』マ
グロウヒル・エデュケーション）。なお、本論文
での引用および頁数は邦訳版を掲示する。

12	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳9頁。
13	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳8頁。
14	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳8頁。
15	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳9頁。
16	 Kaplan	and	Anderson による2004年の論文（前

掲注2）によれば、その時点ですでに100社以上
の会社が TDABC を採用し、それまで見落とさ
れていたコストの削減と利益改善の機会が発見
された、としている。2007年の論文（前掲注11）
では7つの適用事例が紹介されており、その適用
事例をみると、組織の性質は営利・非営利も含
み、また業種も金融・証券・IT･ 学校法人等と

多岐にわたっている。
17	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳29頁。
18	 TDABC では、時間方程式を用いて、使用した

資源費用を遂行したアクティビティや処理した
取引に対して直接的かつ自動的に配賦すること
になる。その意味で時間方程式は TDABC の中
心をなすものである。

19	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳40頁。
20	 前田貞則他（2009）、251-252頁。
21	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳256頁。
22	 小菅正伸（2008A）「時間主導型 ABC の有用性

―ビジネス・プロセス・マネジメントの視点か
ら―」『商学論究』（関西学院大学）第55巻第4号、
30頁。

23	 BPM は、従来の企業内外の壁を破り、情報や
資源を共有し、業務をくくって連結・結合させ
てその流れをプロセスとして捉え管理する一連
の行為を意味する（小菅正伸（2008A）、1頁）。

24	 小菅正伸（2008A）、33頁。
25	 ABB は ABC という原価計算手法を予算管理に

応用した予算管理手法である。
26	 小菅正伸（2008B）「時間主導型 ABB の機能―

ビジネス・プロセス・マネジメントの視点から―」
『産業経理』第68巻第1号、69-77頁。

27	 伊藤嘉博（2007）、31頁。
28	 ABC はもともと操業度（時間）という単一な変

数によって説明しようとした伝統的な原価計算
に対するアンチテーゼとして登場した経緯をも
つ（伊藤嘉博（2007）、31頁）。

29	 伊藤嘉博（2007）、31頁。
30	 伊藤嘉博（2007）、31頁。
31	 松本有二（2011）「未利用キャパシティ量の把握

を通してみた TDABC の推定誤差の影響につい
て」『会計』第180巻第1号　61頁。

32	 櫻井通晴（2012）、359-360頁。
33	 大下丈平（2011B）「時間主導型 ABC は原価計

算の発展か？」『会計』第180巻　第6号、126頁。
34	 大下丈平（2011B）、137頁。
35	 三木僚祐（2009）「時間主導型 ABC の意義」『経

営情報研究』摂南大学第17巻第1号47頁。
36	 櫻井通晴（2012）、359-360頁。
37	 志村正（2013）「ABC と TDABC―キャパシティ

管理の観点から―」『経理研究』（中央大学経理
研究所）No56,	Winter,	328頁。

38	 鳥居美希・志村正（2013）「TDABC の適用―大
学食堂のケース―」『情報学ジャーナル』（文教
大学大学院情報学研究科）Vol.6,	No.1,	14頁。

39	 鳥居美希・志村正（2013）、14頁。
40	 志村正（2013）、327頁。

－219－

地方自治体におけるTDABCの活用



41	 志村正（2013）、327頁。
42	 第1に、時間方程式の活動ごとの単位時間の見積

もりがラフすぎるように思われる点。
	 第2に、TDABC が部門に集計されるコストはほ

とんど固定費、キャパシティコストであること
を前提としているが、そこには変動費となるも
のが存在するとすれば、変動費を固定費化して
いるといえる点。

	 第3に、従業員の活動が満遍なく行われる場合
と、活動ごとに異なる資源であったり、ばらつ
きがある場合、例示のようにいかなくなる点。

	 第4に、従業員の給与のほとんどが時間給制か出
来高制で支払われる場合、部門では未利用キャ
パシティは発生しないことになる点。

	 第5に、労働資源の場合、残業は考慮されていな
い。この点は2点目の疑問と関連する。残業手
当・休日出勤手当ては変動費なので未利用キャ
パシティとは関係ないように思われる。もし残
業するとすれば残業に係る時間はどのように処
理されるであろうか。実際的キャパシティにも
算入されていない点。

	 第6に、1日の中でも繁忙期と閑散期がある場合
に、時間方程式にいかに反映させたらよいかわ
かりにくい点（志村正（2013）、326頁）。

43	 大西淳也（2010）『公的組織の管理会計』同文館、
79頁。

44	 Ａ市の概要や実証研究における前提やデータ等
の数値については、実証研究に差し障りの無い
範囲で、実態の数値から変更しているケースが
ある。また、実証研究を行うにあたり、快くお
引き受けを頂き、また、多大なご協力いただい
たＡ市の関係者に心からお礼を申し上げたい。

45	 吉田博・梶原武久（2005）「行政サービスの外部
委託と自治体 ABC」『商学討究』小樽商科大学
第55巻　第4号　167-194頁。

46	 南学編（2000）『行政経営改革　「自治体 ABC」
によりコスト把握』ぎょうせい，62－73頁。

47	 櫻井通晴編著（2004）『ABC の基礎とケースス
タディ（改訂版）』東洋経済新報社，270－297頁。

48	 鳥居美希・志村正（2013）、1-16頁。
49	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳68頁。
50	 志村正（2013）、326頁。
51	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳97頁。
52	 Ａ市が手数料の変更を検討しているということ

ではなく、一般的な考え方として記載している。
53	 三木僚祐（2006）「活動基準予算管理の実施に関

する一考察」『経営情報研究』摂南大学第14巻第
2号 ,	66頁。

54	 Robert	 S.Kaplan	 and	Robin	Cooper（1988）
"Cost & Effect"	Harvard	Business	School	Press.

（櫻井通晴訳（1998）『コスト戦略と業績管理の
統合システム』ダイヤモンド社。邦訳380頁。）
なお、本論文での引用および頁数は邦訳版を掲
示する。

55	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳108頁。
56	 このコンビニ発行の検討はＡ市が現在具体的に

検討をしているということではなく、ABB の
可能性検証のために筆者が資料を独自に集めて
行ったものである。

57	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳11-18頁。
58	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳11頁。
59	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳24頁。
60	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳14頁。
61	 松本有二（2011）、60-71頁。
62	 Kaplan	and	Anderson（2007）、邦訳33頁。

【引用文献】
・	伊藤嘉博（2007）「20年目のレレバンスロスト―

ABC/ABM 革命の終焉―」『産業経理』Vol.67.
No3。

・	大下丈平（2011A）「原価計算が発展するとは
どういうことか：フランス的視点」『企業会計』
Vol.63	No.8	4-12頁。

・	大下丈平（2011B）「時間主導型 ABC は原価計
算の発展か？」『会計』第180巻　第6号、125-
139頁。

・	大下丈平（2014）「ヘルスケアにおける「競争戦
略」と原価計算－ TDABC と UVE 法の比較考
察をめぐって－」『経済学研究』九州大学経済学
会、第80巻　第5・6合併号、113－135頁。

・	大西淳也（2010）『公的組織の管理会計』同文館。
・	小菅正伸（2008A）「時間主導型 ABC の有用性

―ビジネス・プロセス・マネジメントの視点か
ら―」『商学論究』（関西学院大学）第55巻第4号、
1-37頁。

・	小菅正伸（2008B）「時間主導型 ABB の機能―
ビジネス・プロセス・マネジメントの視点から―」

『産業経理』第68巻第1号、69-77頁。
・	櫻井通晴（2007）「わが国の公的機関における効

率性と有効性の必要性」（会計検査研究）No,36、
9-17頁。

・	櫻井通晴（2012）『管理会計（第5版）』同文館。
・	櫻井通晴編著（2004）『ABC の基礎とケースス

タディ（改訂版）』東洋経済新報社。
・	志村正（2012）「TDABC は ABC とどこが違う

のか？」『IT 　 News	Letter』（文教大学大学院
情報学研究科）Vol.5,	No.2,	3-4頁。

・	志村正（2013）「ABC と TDABC―キャパシティ
管理の観点から―」『経理研究』（中央大学経理

－220－

Journal of East Asian Studies



研究所）No56,	Winter,	317-329頁。
・	高橋賢（2010）「TDABC の本質とその課題」『産

業経理』Vol.70	No.2	128-136頁。
・	鳥居美希・志村正（2013）「TDABC の適用―大

学食堂のケース―」『情報学ジャーナル』（文教
大学大学院情報学研究科）Vol.6,	No.1,	1-16頁。

・	福田哲也（2009）「時間主導型 ABC（TDABC）
の検討―Robert	S.Kaplan と Steven	R.Anderson
の所説を中心として―」関東学院大学『経済系』
第238集。

・	前田貞則、久保田敬一、海老原崇（2009）「時
間主導型 ABC の経営革新―収益性の見直し―」

『会計』第176巻第2号、245-259頁。
・	松本有二（2011）「未利用キャパシティ量の把握

を通してみた TDABC の推定誤差の影響につい
て」『会計』第180巻第1号　60-71頁。

・	三木僚祐（2006）「活動基準予算管理の実施に関
する一考察」『経営情報研究』摂南大学第14巻第
2号65-78頁。

・	三木僚祐（2009）「時間主導型 ABC の意義」『経
営情報研究』摂南大学第17巻第1号33-48頁。

・	南学編（2000）『行政経営改革「自治体 ABC」
によりコスト把握』ぎょうせい。

・	吉田博・梶原武久（2005）「行政サービスの外部
委託と自治体 ABC」『商学討究』小樽商科大学
第55巻　第4号　167-194頁。

・	Robert	 S.Kaplan	 and	Robin	Cooper（1988）
"How	Cost	Accounting	Distort	Product	Costs",	
Management Accounting,	April.

・	Robert	 S.Kaplan	 and	Robin	Cooper（1988）
"Cost & Effect"	Harvard	Business	School	Press.

（櫻井通晴訳（1998）『コスト戦略と業績管理の
統合システム』ダイヤモンド社。）

・	Kaplan	R.S	 and	S.R.Anderson（2004）"Time-
Driven Activity-Based Costing"	 Harvard	
Business	Review,	November,	 2004,	P131-138.

（スコフィールド素子（2005）「隠れた利益とコ
ストを予測する　時間主導型 ABC マネジメン
ト」『ダイアモンド社』ハーバードビジネスレ
ビュー,	201号 ,	135-145頁。）

・	Kaplan	R.S	 and	S.R.Anderson（2007）"Time-
Driven Activity-Based Costing"	 Harvard	
Business	School	Press.	（前田貞則、久保田敬一、
海老原崇　監訳（2008年）「戦略的収益費用マネ
ジメント　新時間主導型 ABC の有効活用」マ
グロウヒル・エデュケーション。）

－221－

地方自治体におけるTDABCの活用


